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鹿児島県告示第432号

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により，農林水産大臣から次のとおり保安林

として指定する予定である旨の通知があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 保安林予定森林の所在場所
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姶良郡湧水町川添字比良田2035番５，2035番６，2035番11，2035番12，2035番24，2035番

32，2036番，2046番

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

 立木の伐採の方法

ア 次の森林については，主伐は，択伐による。

字比良田2035番５・2035番６・2035番11・2035番12・2035番24・2035番32・2036番・

2046番（以上８筆について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については，主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は，当該立木の所在する市町村に係る市町村

森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は，次のとおりとする。

 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は，省略し，その図面及び関係書類を鹿児島県環境林務部

森づくり推進課及び湧水町役場に備え置いて縦覧に供する。）

鹿児島県告示第433号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例

によるものとされた生活保護法第50条の２の規定により，指定医療機関から次のとおり廃止の

届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

名 称 所 在 地 廃止年月日

有限会社健美堂薬局 南さつま市加世田武田18277番 平成26年３月31日

地６

鹿児島県告示第434号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定により，同法による医療扶助のための医

療を担当させる機関及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法

第49条の規定により，同法による医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のとおり指

定した。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

名 称 所 在 地 指定年月日

くれよん調剤薬局 薩摩川内市勝目町4110－21 平成26年２月７日

隼人の杜クリニック 霧島市隼人町見次580－２ 平成26年３月１日

ならはら歯科クリニック 西之表市西之表字北ノ山10171 平成26年３月14日

－１

鹿児島県告示第435号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定により，同法による医療扶助のための医

療を担当させる機関及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法

第49条の規定により，同法による医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のとおり指

定した。

平成26年４月11日

鹿 児 島 県 公 報 平成26年４月11日（金）第2998号
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鹿児島県知事 伊藤祐一郎

訪問看護ステーション及び老人訪問看護ステーション
指定年月日

名 称 所 在 地

訪問看護ステーションりん 鹿屋市笠之原町7402番地１ 平成26年３月11日

鹿児島県告示第436号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例

によるものとされた生活保護法第50条の２の規定により，指定医療機関から次のとおり変更の

届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 指定医療機関の名称及び所在地

医療法人誠真会しげなが歯科医院

薩摩川内市平佐一丁目135番地

２ 変更の内容

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変更年月日

所在地 薩摩川内市平佐町 薩摩川内市平佐一丁 平成26年３月１日

2426－７ 目135番地

鹿児島県告示第437号

介護保険法（平成９年法律第123号）第75条の規定により，指定居宅サービス事業者から次

のとおり廃止の届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

事 業 所 指定居宅サービス事業者
廃 止 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

ケアネット徳洲 薩摩川内市宮内 株式会社ケアネ 鹿児島市下荒田 深川 大功 平成26年 訪 問 介 護

会鹿児島川内ケ 町2026－２ ット徳洲会鹿児 三丁目44番18号 ３月3 1日

アセンター 島 のせビル202号

デイサービスセ 阿久根市赤瀬川 社会医療法人昴 阿久根市高松町 古郷米次郎 平成26年 通 所 介 護

ンター翠香苑 2730番地 和会 22番地 ３月31日

鹿児島県告示第438号

介護保険法（平成９年法律第123号）第113条の規定により，指定介護療養型医療施設から次

のとおり指定の辞退について届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

施 設 指定介護療養型医療施設の開設者
辞 退 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

鮫島整形外科病 鹿屋市寿１－１ 医療法人恵仁会 鹿屋市寿１－１ 鮫島 貞仁 平成26年 介 護 療 養

院 －１ －１ ３月31日 施 設 サ ー

ビ ス

鹿児島県告示第439号

介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の５の規定により，指定介護予防サービス事業

者から次のとおり廃止の届出があった。

平成26年４月11日
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鹿児島県知事 伊藤祐一郎

事 業 所 指定介護予防サービス事業者
廃 止 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

ケアネット徳洲 薩摩川内市宮内 株式会社ケアネ 鹿児島市下荒田 深川 大功 平成26年 介 護 予 防

会鹿児島川内ケ 町2026－２ ット徳洲会鹿児 三丁目44番18号 ３月3 1日 訪 問 介 護

アセンター 島 のせビル202号

デイサービスセ 阿久根市赤瀬川 社会医療法人昴 阿久根市高松町 古郷米次郎 平成26年 介 護 予 防

ンター翠香苑 2730番地 和会 22番地 ３月31日 通 所 介 護

鹿児島県告示第440号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

64条の規定により，指定自立支援医療機関から次のとおり変更があった旨の届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

変 更 内 容 自立支援医療
医療機関の名称及び所在地 変更事項

変 更 前 変 更 後 の種類

出水郡医師会広域医療セン 名称 出水郡医師会 出水郡医師会 精神通院医療

ター 立阿久根市民 広域医療セン

阿久根市赤瀬川4513 病院 ター

鹿児島県告示第441号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

64条の規定により，指定自立支援医療機関から次のとおり変更があった旨の届出があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

医療機関の名称及び主た 事業所の名称及び所 変 更 内 容 自立支援医
変更事項

る事務所の所在地 在地 変 更 前 変 更 後 療の種類

特定非営利活動法人夢の 訪問看護ステーショ 事業所の所 鹿児島市中山 鹿児島市山田 精神通院医

木 ン夢の木 在地 二丁目31－ 13 町67－６ 療

鹿児島市中山二丁目29－ 鹿児島市山田町67－ － 203

３－１ ６

鹿児島県告示第442号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により，歳入の徴収の事務

を次のとおり委託した。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 歳入の種類

鹿児島県産業会館会議室等貸付料

２ 委託の相手方

鹿児島市名山町９番１号

鹿児島県産業会館管理組合 事務局長 垂門和美

３ 委託期間

平成26年４月１日から平成27年３月31日まで

鹿児島県告示第443号

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により，土地改良事業県営中

山間地域総合整備霧島北部地区轟木換地区の換地計画に係る換地処分を，平成26年３月24日に

行った。
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平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第444号

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により，土地改良事業県営中

山間地域総合整備霧島北部地区大園換地区の換地計画に係る換地処分を，平成26年３月26日に

行った。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第445号

土地改良事業県営水利施設整備（基幹水利施設整備型）（旧：かんがい排水）（農業用用排

水施設整備）日吉地区の工事は，平成25年３月29日に完了した。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第446号

土地改良事業県営広域営農団地農道整備（農道整備）南東部地区の工事は，平成25年３月

29日に完了した。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第447号

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により，国土地理院長から平成25年５

月７日鹿児島県告示第562号で告示した基本測量の実施は，平成26年３月20日終了した旨の通

知があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第448号

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により，

鹿児島市長から平成25年６月28日鹿児島県告示第734号で告示した公共測量の実施は，平成26

年３月14日終了した旨の通知があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第449号

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により，

鹿児島市長から平成25年９月13日鹿児島県告示第985号で告示した公共測量の実施は，平成26

年３月17日終了した旨の通知があった。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県告示第450号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により，次のとおり道路の区域を変更

した。

なお，区域を表示した図面は，平成26年４月11日から２週間，鹿児島県土木部道路維持課に

おいて一般の縦覧に供する。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎
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道路 変更
敷地の幅員 敷地の延長

の 路 線 名 変 更 の 区 間 前後
（メートル） （メートル）

種類 の別

県道 霜出川辺線 南九州市知覧町西元字丸岡 前 4.8～20.6 147.3

4869番１地先から同市川辺

町本別府字柳村679番１地

先まで

南九州市知覧町西元字丸岡 前 11.2～20.6 132.4

4869番１地先から同市川辺

町本別府字柳村684番２地

先まで

南九州市知覧町西元字丸岡 後 4.8～20.6 147.3

4869番１地先から同市川辺

町本別府字柳村679番１地

先まで

南九州市知覧町西元字丸岡 後 11.2～20.6 132.4

4869番１地先から同市川辺

町本別府字柳村684番２地

先まで

鹿児島県告示第451号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により，次のとおり道路の供用を開始

する。

なお，供用の開始の区間を表示した図面は，平成26年４月11日から２週間，鹿児島県土木部

道路維持課において一般の縦覧に供する。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

道路
供用開始

の 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間
の 期 日

種類

県道 霜出川辺線 南九州市知覧町西元字丸岡4869番１地先から同市川 平成26年

辺町本別府字柳村684番２地先まで ４月11日

鹿児島県告示第452号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規

定により薩摩川内市から都市計画の変更に係る図書の写しの送付を受けたので，同法第21条第

２項において準用する同法第20条第２項の規定により，次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 都市計画の種類及び名称

 種類 川内都市計画道路

 名称 ３・５・22号中郷五代線

２ 関係図書の縦覧場所

鹿児島県土木部都市計画課

一般競争入札公告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により，物品等の借入について，

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を行う。

公 告
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平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 入札に付する事項

 借入をする物品等の名称及び数量

業務システム用サーバー機器等の賃貸借 一式

 借入をする物品等の特質等

入札説明書による。

 納入期限

平成26年７月31日

 納入場所

入札説明書による。

 借入期間

平成26年９月１日から平成31年８月31日まで

なお，契約は，地方自治法第234条の３及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）

第167条の17に規定する長期継続契約に該当するものであることから，契約書に「翌年度

以降において，歳入歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合は，当該契約

は解除することができる」旨の条件付き解除条項を付記する。

２ 入札に参加する者に必要な資格

次に掲げる要件のいずれにも該当する者であること。

 役務の提供等の業務に関する契約に係る競争入札参加資格審査要綱（平成14年鹿児島県

告示第1481号）第７条第３項の規定により入札参加資格を有すると決定された者であって，

当該資格を入札書の提出期限の時点で有するものであること。

 入札書の提出期限の時点で役務の提供等の業務に関する契約に係る競争入札参加資格審

査要綱第５条各号のいずれにも該当しない者であること。

 納入しようとする物品の機能等証明書を平成26年５月９日午後５時15分までに３のの

場所に提出し，当該役務を提供することができることを証明した者であること。

なお，機能等証明書を発売予定の物品で提出する場合は，１のの物品を要求仕様書の

示す納入期限までに納入することができる旨の当該物品製造元の証明書を併せて添付する

こと。

また，提出した機能等証明書について説明を求められたときは，これに応じなければな

らない。

３ 入札の方法等

 入札書の記載

落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので，入札に参加する者は，消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の108分の

100に相当する金額を入札書に記載すること。

 入札書の提出場所

鹿児島県企画部情報政策課システム管理係

鹿児島市鴨池新町10番１号 郵便番号 890－8577

 入札書の提出方法

の提出場所に持参し，又は郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律

（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に

規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「信書便」とい

う。）により送付すること（郵便又は信書便により送付する場合は，配達を証明すること

ができる郵便又は信書便とすること。）。

 入札書の提出期限

平成26年５月21日午後５時15分（郵便又は信書便により送付する場合は，同期限までに

必着のこと。）
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 開札の日時及び場所

ア 日時 平成26年５月22日午後２時

イ 場所 鹿児島県庁（行政庁舎７階）会議室７－企－１

 入札説明書

ア 入札に参加するために必要な関係書類その他入札に関する詳細な事項は，入札説明書

による。

イ 入札説明書の交付場所及び交付期限

 交付場所 に同じ。

 交付期限 平成26年４月30日午後５時15分

４ 契約条項を示す場所及び期限

３の及びのイのに同じ。

５ 入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨とする。

６ 入札保証金及び契約保証金

 入札保証金

見積もる契約金額の100分の５以上の金額を，入札説明書に定める方法により，入札書

の提出期限までに納付すること。ただし，入札に参加しようとする者が，入札保証金以上

の金額につき，保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し，当該入

札保証保険契約に係る保険証券を提出したときは，入札保証金の納付が免除される。

なお，入札保証金は，入札終了後還付する。ただし，落札者には，契約締結後還付する。

 契約保証金

契約担当者が指定する日時までに，契約金額の100分の10以上の金額を，入札説明書に

定める方法により納付すること。ただし，契約の相手方が，契約保証金以上の金額につき，

保険会社との間に県を被保険者とする契約保証保険契約を締結し，当該契約保証保険契約

に係る保険証券を提出したときは，契約保証金の納付が免除される。

なお，契約保証金は，契約履行後還付する。

７ 入札の無効

次のからまでのいずれかに該当する入札は，無効とする。

 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札

 ２以上の入札書（代理人として提出する入札書を含む。）による入札

 入札金額が加除訂正されている入札書による入札

 入札要件の判明できない入札書，入札金額以外の記載事項の訂正に押印のない入札書又

は入札者の押印のない入札書による入札

 記載した文字を容易に消字することのできる筆記用具を用いて記載した入札書による入

札

 民法（明治29年法律第89号）第95条に規定する錯誤による入札であると入札執行者が認

めた場合の入札

 入札保証金の納付がない場合又は納入金額が過少の場合の入札

 その他入札に関する条件に違反したと認められる者のした入札

８ 落札者の決定の方法

有効な入札書を提出した者で，予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをし

たものを落札者とする。

９ 最低制限価格

設定しない。

10 契約書案の提出

落札者は，落札決定通知を受けた日から５日以内に，記名押印した契約書の案を提出しな

ければならない。

11 入札及び契約に関する事務を担当する部局の名称並びに問合せ先

鹿児島県企画部情報政策課システム管理係

鹿児島市鴨池新町10番１号 郵便番号 890－8577
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電話番号 099－286－2384

ファックス番号 099－286－5527

12 その他

この調達は，世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を受ける。

13 SUMMARY

NANURN ANN NUANNNNY NN NNN NRNNUNNS ANN SNRNNNNS NN NN NNRNNN

Server apparatus for business systemNNomplete set

NNDNNNRY NNRNNNN

31 July 2014

NNDNNNRY NDANNN

Specified in the bid explanation form

NNMN DNMNN NNR NNNNNRN

5N15 p.m. 21 May 2014

NNNNANN NNNNN NNR NNN NNNNNNN

Nnformation Nolicy Nivision

Nlanning Nepartment

Kagoshima Nrefectural Government

10－１ Kamoikeshinmachi,Kagoshima Nity,Kagoshima Nrefecture 890－8577 Japan

NND 099－286－2384

NAX 099－286－5527

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項及び第２

項の規定により次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成

26年４月11日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び姶良・伊佐地域振興局総務

企画部において縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成26年４月11日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

タイヨー大口店

伊佐市大口里字桃木ヶ丸801番１ 外１筆

２ 変更事項

 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

ア 変更前 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地

イ 変更後 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地

株式会社ヨネザワ 代表取締役 米澤房朝

熊本県熊本市中央区水前寺六丁目１番38号

 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

ア 変更前 午前９時

イ 変更後 午前７時

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 午前８時30分から翌日の午前零時まで

イ 変更後 午前６時30分から翌日の午前零時30分まで

３ 変更年月日
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 ２の 平成25年４月１日

 ２の及び 平成26年３月25日

４ 届出年月日

平成26年３月24日

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項及び第２

項の規定により次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成

26年４月11日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び北地域振興局総務企画部

において縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成26年４月11日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

タイヨー永利店

薩摩川内市永利町字古川711番１号 外８筆

２ 変更事項

 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

ア 変更前 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地

イ 変更後 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地 外２社

 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

ア 変更前 午前９時

イ 変更後 午前７時

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 第１駐車場 午前８時30分から午後11時まで

第２駐車場 午前８時30分から午後10時まで

イ 変更後 午前６時30分から午後11時30分まで

３ 変更年月日

 ２の 平成25年４月１日

 ２の及び 平成26年３月25日

４ 届出年月日

平成26年３月24日

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項及び第２

項の規定により次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成

26年４月11日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び姶良・伊佐地域振興局総務

企画部において縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成26年４月11日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
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栗野リバーサイドモール

姶良郡湧水町木場街区60番

２ 変更事項

 大規模小売店舗において小売業を行う者の住所及び代表者の氏名

ア 変更前 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地 外５社

イ 変更後 株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島市南栄三丁目14番地 外５社

 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

ア 変更前 午前９時

イ 変更後 午前７時

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 午前８時30分から午後11時まで

イ 変更後 午前６時30分から午後11時30分まで

３ 変更年月日

 ２の 平成25年４月１日

 ２の及び 平成26年３月25日

４ 届出年月日

平成26年３月24日

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項及び第２

項の規定により次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成

26年４月11日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び大島支庁総務企画部におい

て縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成26年４月11日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

タイヨー浦上店

奄美市名瀬大字浦上字緑1133番地４ 外12筆

２ 変更事項

 大規模小売店舗の名称

ア 変更前 （仮称）タイヨー浦上店

イ 変更後 タイヨー浦上店

 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

ア 変更前 午前９時

イ 変更後 午前７時

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 午前８時30分から午後11時30分まで

イ 変更後 午前６時30分から午後11時30分まで

３ 変更年月日

 ２の 平成23年４月１日

 ２の及び 平成26年３月25日

４ 届出年月日

平成26年３月24日

…………………………………………………
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大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第２項の規定に

より次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成26年４月11

日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び大島支庁総務企画部において縦覧に供

する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成26年４月11日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成26年４月11日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

タイヨー平田店

奄美市名瀬真名津町13番１号

２ 変更事項

 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

ア 変更前 開店時刻 午前９時

閉店時刻 翌日の午前零時

イ 変更後 開店時刻 午前７時

閉店時刻 午後11時30分

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 午前８時30分から翌日の午前零時まで

イ 変更後 午前６時30分から翌日の午前零時まで

３ 変更年月日

平成26年３月25日

４ 届出年月日

平成26年３月24日

鹿児島県選挙管理委員会告示第７号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第22条第２項の規定により，平成26年４月27日執行の

衆議院鹿児島県第２区選出議員補欠選挙における選挙人名簿の登録について，被登録資格の決

定の基準となる日，登録を行う日及び縦覧の期間を次のとおり定めた。

平成26年４月11日

鹿児島県選挙管理委員会委員長 鎌田六郎

１ 被登録資格の決定の基準となる日

平成26年４月14日

ただし，年齢については同月27日

２ 登録を行う日

平成26年４月14日

３ 縦覧に供する期間

平成26年４月15日

鹿児島県選挙管理委員会告示第８号

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第144条の２第５項の規定により，平成26年４月27日執

行の衆議院鹿児島県第２区選出議員補欠選挙におけるポスター掲示場にポスターを掲示するこ

とができる日を同月15日からと定めた。

平成26年４月11日

鹿児島県選挙管理委員会委員長 鎌田六郎

選 挙 管 理 委 員 会 告 示



- 13 -

鹿 児 島 県 公 報 平成26年４月11日（金）第2998号

鹿児島県選挙管理委員会告示第９号

公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第23条の11第２項の規定により，平成26年４月27

日執行の衆議院鹿児島県第２区選出議員補欠選挙における在外選挙人名簿に係る縦覧の期間を

同月15日と定めた。

平成26年４月11日

鹿児島県選挙管理委員会委員長 鎌田六郎

鹿児島県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年４月11日

鹿児島県公安委員会委員長 野田健太郎

鹿児島県公安委員会規則第８号

鹿児島県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

鹿児島県警察の組織に関する規則（平成６年鹿児島県公安委員会規則第13号）の一部を次の

ように改正する。

第16条中第12号を第13号とし，第７号から第11号までを１号ずつ繰り下げ，第６号の次に次

の１号を加える。

鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）の施行に関すること。

附 則

この規則は，公布の日から施行し，平成26年４月１日から適用する。

公 安 委 員 会 告 示


